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その他 A・ダントの物語論の中で注目すべき点を 2 例あげると、まず一つは、因果関
係を記述する文の形式である「物語文」（narrative	sentenc）、すなわち「二つの別個の時
間的に離れた出来事 E 1 及び E 2 を指示し、そして指示されたもののうち、より初期の出来
事を記述する」 3 ）ダントによる物語文の定位を参照すると、「二つの別個の時間的に離れ









もう一例は、ダントーは物語的説明を「F という状態にある x に H が生じ x は G とい
う状態になった」と定式化している。この定式を本論文のテーマである再帰的自立に適合
させると「要保護 F という状態にある x に H が生じ x は G という状態になった」という
ことになる。生活保護費受給という F 要保護状態にある生活保護者 x に H 労働の意欲
（再帰的自立への意志）が出て x は G（再帰的自立）へと変容したのである。この場合、
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5 ）野家啓一　前掲 2 ）　310頁
6 ）[Patterson	1992b:	87	Dennis	[M.]	Patterson,	“Law's	Pragmatism:	Law	as	Practice	and	








































































































































































































































































































































































































































14）判例時報1653号71頁　名古屋高裁平成 9 年 8 月 8 日判決（平成 8 年（行コ）第28号・
同 9 年（行コ）第 4 号：生活保護処分違法確認等請求控訴、同附帯控訴事件）
15）拙著（2011）「更生保護制度」南窓社　9-10頁
1 －（4）結語
本論文において、新しい法主体像としての「再帰的法主体像法」の措定を試みた。再帰
的法主体の再帰性とは、自立－依存－自立（再帰性）とする物語の連続的変容のことであ
る。再帰的法主体は依存状態（要保護）にある自己の物語を自立の物語に変容していく主
体である。人間は語ることによって自己物語が更新され新しい物語と出会う可能性をもっ
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ているのである。これらから、本論文は当然として法と物語論を接続させた内容になった。
法は規範性と事実性の関連づけ、そこに解釈が介入する仕組みとなっている。他の社会科
学のように事実性を、あるいは事実命題を追及する学問と、そこに相違ある。その相違が
法に物語りを導入することを他の社会科学と比べて躊躇した要因である。また法は特別な
言語を持っている。その法的言語に規制された語りは他の社会科学の語りのように物語り
と素直に接続できないものを含んでいる。「要件事実論が提唱されたのは物語的判決・
ムード判決を潔癖に排斥するため」という主張もあるほどである。（賀集唱それに対して
村上淳一の詳細な反論がある）1 ）。
また近代法は法的包摂モデル（適応モデル）を厳格に採用しており、事実関係が法律要
件に包摂される。現代の複雑化、不確定性は新たな法主体像を創らせ、法的包摂モデルの
価値を低下させ、新たな柔軟な法制度を求めたのである。ルーマンの法システムも法的包
摂モデルといいうる。ルーマンは「法は規範の体系であり、事実とはことなる」とし、「法
規範と事実は区別することはできない」とし事実は法規範に包摂される。包摂することに
よって法過程が予期され法の安定化がなされる。つまり、法的包摂モデルによる法システ
ムは抗事実的に安定化された法的予期をもたらし、法的予期は人間の法的行為を円滑にす
る機能をもつのである。しかし、このままだと状況の変化に適応することが困難である。
それを解決するため、ルーマンの法システムはコードとプログラムを区別する。コードに
「不変性・安定性・法的予期」を機能させ、プログラムに「状況適応性・柔軟性」の機能
をもたせているのである。このプログラムによって複雑、不確定な法的状況にも対応でき
るのである 2 ）。
法は事実命題のみではなく規範性がある。それゆえ、法を論理実証主義の科学であると
安易には言い得ないのである。この事実性と規範性の止揚を課題として、法は自然法から
実定法そして法社会学さらには法実証主義そして分析法学へと展開してきたのである。具
体的な法廷では事実性つまり事実認定が重要であり、それによって勝訴・敗訴に結ぶ場合
が少なくない。この事実を認定する過程で法的アクターは法的言語と日常言語を用いて
様々な語りが展開していくのである。法的アクターの語りのなかで重要な語り専門家の語
りではなく依頼者・受刑者・保護請求者などの物語からの語りでなくてはならない。その
語りは日常的語りであり、語りは無数の語りとなり物語として組織され、物語と語り、物
語と物語が連関し、事実認定は物語の視点で紡がれ、専門家はこれらの語りを一定のプ
ロットに整理し法物語にし、意味のある事実に構成して、意味のある単位にまとめられる
作業が必要であり、それを問われているのである。法が物語を発見し、物語によって規範
性と事実性を生産されることによって、止揚が連続的に生成され、「共有される信念体系」
になっていくのである。
自然法から実定法、社会法などの近代法から現代法のながれは法主体像の変容をももた
らした。ホップス、ロック、カントの自由、自律、理性を基底とする社会契約、あるいは
道徳的普遍性による承認は、自然状態から自然法を誕生させ、近代実定法体系を完成させ
たのである。しかし、アダム・スミスの「負荷なき自由」は繁栄をもたらすはずであった
が、その予定調和はほころび、貧富の差は広がり増加し、差別、社会的排除、飢餓、自殺
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は増加し、自由は一部の者の特権になり、社会は不確定になり、揺らぎの世界になって
いったのである。人間の抵抗の語りは連続的に生成され、新しい物語を求め、そして現代
的主体像と言われる「保護的法主体」をもたらしたのである。さらに、人間の可能性は「自
立」から「保護」された状態から再び自立に立ち向おうとするのである。保護の物語から
再帰的自立への物語を自ら生成するのである。この「保護から再帰的自立」する主体を
「再帰的法主体」と措定し、いろいろな角度から分析を試みた。「再帰的法主体」は「法主
体物語的」とも言いうる主体であり、そのため「物語論」は重要なテーマである。その物
語論を有効にし、そしてより機能的にさせたのが社会構成主義である。また社会構成主義
と構造主義はディスコースを含め通底するものがある。それらは言語行為論と共に「再帰
的法主体」を可視化するための重要なプロローグとしての役割を担ったのである。
1 ）村上淳一（2000）『システムと自己観察』　14頁　東京大学出版会
2 ）福井康太（2002）『法理論のルーマン』　64頁　勁草書房
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《論文審査結果の要旨》
Ⅱ．論文審査結果の要旨
1 ．論文の意義
本論文は法主体像である「再帰的法主体像」テーマにしている。この再帰的法主体とは
生活保護受給者などの依存状態（要保護）にある主体が変容して自立（再帰的自立）して
いく主体、と著者は捉える。主体を主体の物語に視点を当てると、要保護の物語から再帰
的物語という新しい物語を生成する主体である。と著者は述べている。
そのため、本論文は法と物語を接続させ、そこに福祉的思考が編みこまれている内容に
なっている。
第 1 節の研究の背景・方法においては、物語論が登場したきっかけとなった歴史学の論
争を論じながら物語論に照準を合わせ、法律学に物語を採用する合理的理由に言及してい
る。この中で著者は歴史学と法律学に共通するモデルの「包摂法則モデル」を批判的に論
述している。特に、法の適応、解釈において、このモデルが近代法を厳格にまもり、その
ためこの法モデルでは現代社会の複雑な事象に対応できないとする。その敷衍として著者
は近代法の「自律的主体像」を批判的にとらえ、現代法的な「要保護法主体像」の出現を
当為とし、さらに新しい主体像の「再帰的法主体像」を提言したのである。
近代法の法的帰結を批判する著者は、法に物語論を採用することによって近代法を脱構
築しようとしている。生活保護に依存する主体の語りが自立する語りとなり、それが物語
として生成され組織化され、再帰的自立主体に変容するのである、という論旨は創造的で
あり、合理的に現代社会を捉えていると評価された。
第 2 節の目的・意義においては、物語論と連繋をする「社会構成主義」、「構造主義」に
ついて先行研究を検討しながら論を展開している。「社会的に構成された言語」により「そ
の言語が語りによって物語が作られ、別の物語と相互作用し新しい物語を生成する」それ
が「介護事故の被害者」、「医療過誤」、「ジェンダー」、「消費者」など、新しい法的物語を
もたらし、現代的法主体像である「要保護的法主体像」、「再帰的法主体像」を創出させた
のである。と著者は論じている。
第 3 節の仮説の検証は「再帰的法主体像」を「ナラティヴ・アプローチ」、「法主体と法
的コミュニケーション」、「法制度」、「判例」と多元的に検証している。
ナラティヴ・アプローチにおいては再帰的自立をもたらすために「社会構成主義」を基
礎にしてナラティヴを用いての治療や援助実践の有効性を論じている。この点について、
ナラティヴ・アプローチと再帰的自立との関連についての理論構築をさらに稠密にするこ
とが要請された。「判例」の検証は医療過誤や生活保護の判例を分析しながら、「要保護」
の物語から「再帰的自立」の物語に生成なる過程を、複数の法的アクターの語りと物語、
物語と物語の相互作用を分析している。現実の法廷においては法的言語による語りより、
法的アクターの日常的語りがより重要になりうるとの著者の主張にたいして、審査委員会
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は説得力ある論旨になっているとの意見であった。
第 4 節は結語となっている。ここで著者は「共有される信念体系」について言及してい
るが、主体が自己の物語を省察し、自己を相対化しながら新しい物語をつくる、著者は、
それが単なる個の物語ではなく法そのものが生成され法体系の物語になり、法は「共有さ
れる信念体系」になる、という。著者は、個の部分から法体系という全体を含意し、法の
「共有される信念体系」を視野においている。この論文が最終審級でないとのことであり、
今後の発表にさらなる期待がもたれる。と審査委員会は評価した。
2 ．論文に残された検討課題
以上のような総括的な評価に対し、本論文においての今後の研究へ向けての課題も指摘
しておきたい。
本研究では先行研究が多様であるため、審査の中で論点のずれに注意が生じることがあ
るのではないかの指摘もあり、今後このような点を踏まえながら先行研究をより整理し、
事例等を分析し、今後の研究においてより明確な研究成果を期待したい。
3 ．博士（社会福祉学）の可否
本論文は「再帰的法主体像」という新しいテーマであり、また現代社会において重要な
テーマであると評価できる。論文はオリジナル性に富んでいて、論理的整合性や批判的合
理性も備えており、その論旨に説得力があり、口頭試問においても高いレベルの応答で
あった。また、著者は著書、論文も多数あり、本論文にはいくつかの課題はあるが、それ
は今後補完・改訂を加えながら完成させる研究課題でもある。
総論としては、本論文は学術的水準に達していることを審査員一同評価するとともに、
博士の学位を授与するに値するものとして評価するものである。
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